(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 新地域包括ケア推進支援事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2598）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,180千円　（前年度予算額：0千円）

	要求内容


	１　要求の内容


平成24年の介護保険法の一部改正により、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができるようにするため、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ
スを切れ目なく提供する｢地域包括ケア｣を推進することが、国及び地方公共団体の努
力義務とされた。責任主体である市町村及び市町村において地域包括ケアを推進する
中核機関である地域包括支援センターの機能強化を図るため、県において、市町村単
独での推進が困難な課題に対しての広域的な調整や、地域包括支援センターへの専門
的・技術的支援等を行う。
（１）地域包括ケア広域調整会議　　845千円
　　　　医療連携や保健福祉サービスとの連携等、市町村を超えた広域的な対応が必要
な課題に対し、関係機関・関係者による検討会議を開催する。
（２）地域ケア会議アドバイザー派遣　　335千円
専門的な人材がいない市町村の求めに応じて地域ケア会議に、認知症サポート医リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士等）、精神保健福祉士等をアドバイザーとして派遣する。 
	２　所要経費


　　会議開催及びアドバイザー派遣経費　（負担区分　国1/2、県1/2）
報償費　656千円、旅費　319千円（費用弁償212、業務旅費107）　

消耗品費　10千円、会議費　31千円、役務費　14千円、使用料　150千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する
	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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	要求額
	1,180
	590
	
	
	
	
	
	
	590

	決定額
	1,180
	590
	
	
	
	
	
	
	590


